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第Ⅰ章有料道路コンセッション事業の概要①
 有料道路を整備・運営することができる者は、特措法の規定により、国から事業許可を受

けた都道府県等の道路管理者と地方道路公社等に限られていた。
 民間事業者による有料道路事業の運営を認める、構造改革特区制度による規制の特例措置

を提案。構造改革特別区域法の一部を改正する法律の成立や国の有料道路事業変更許可等
を経て実現。

＜コンセッション対象路線＞
○有料道路事業変更許可 （2015.9）

○スケジュール

事項

工事の予算の変更

知多４路線のプール化

知多3路線 ～2028年2月1日

中部国際空港連絡道路 ～2035年1月29日

料金の変更

⇒ 知多4路線 ～2046年3月31日

IC新設，PA新設，IC出口追加等の194億円の新規投資の実施

内容

中部国際空港連絡道路：半額化

知多半島道路：平日の通勤時間帯3割引

中部国際空港連絡道路を南知多道路、知多半島道路、知多横断道路と合併採算化

料金徴収期間の延長

事項

工事の予算の変更

知多４路線のプール化

知多3路線 ～2028年2月1日

中部国際空港連絡道路 ～2035年1月29日

料金の変更

⇒ 知多4路線 ～2046年3月31日

IC新設，PA新設，IC出口追加等の194億円の新規投資の実施

内容

中部国際空港連絡道路：半額化

知多半島道路：平日の通勤時間帯3割引

中部国際空港連絡道路を南知多道路、知多半島道路、知多横断道路と合併採算化

料金徴収期間の延長

優先交渉権者｢前田グループ｣
代表企業：前田建設工業㈱
構成企業：森トラスト㈱、大和ハウス工業㈱、大和リース㈱、

セントラルハイウェイ㈱
連携企業：Macquarie Corporate Holdings Limited

⇒2016.8.3愛知道路コンセッション㈱[ARC]設立
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第Ⅰ章有料道路コンセッション事業の概要②
 「利用者・地域」・「民間事業者（運営権者）」・「道路管理者（公社）」の三者がメ

リットを享受する「三方良し」を目指す。

愛知有料道路コンセッションが目指す｢三方良し｣の姿
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第Ⅰ章有料道路コンセッション事業の概要③

 維持管理運営事業（公共施設等運営事業）と、利便性向上のための施設（改築事業）を一
つのPFI手続きで実施。パーキングエリアの売店の運営等の付帯事業も契約を一本化。

 公社は運営権者（愛知道路コンセッション株式会社:ARC）と役割を分担。

任意事業 任意事業

（事業区域内） （事業区域外）

大和リース株式会社

森トラスト株式会社

大和ハウス工業株式会社

目的
（事業区分）

項目 運営権設定路線
利便施設

（パーキングエリア）
地域活性化

事業範囲
維持管理

・運営
改築 附帯事業 任意事業

実施主体

低廉で良質な利用者サービスの提供、有料道路の利便性向上、沿線開発等による地域経済の活性化、民
間事業者に対する新たな事業機会の創出、効率的な管理運営の実現、確実な償還の実施 「三方良し」の
実現（利用者、民間事業者、県・公社の全ての主体が本事業の実施によるメリットを享受すること）

安全・安心な道路、
定時性の高い道路等

利便性・快適性の高い道路、
収益性の高い施設等

対象地域の活性化等

ARC ARC ARC

目的
（事業全体）

任意事業 任意事業

（事業区域内） （事業区域外）

大和リース株式会社

森トラスト株式会社

大和ハウス工業株式会社

目的
（事業区分）

項目 運営権設定路線
利便施設

（パーキングエリア）
地域活性化

事業範囲
維持管理

・運営
改築 附帯事業 任意事業

実施主体

低廉で良質な利用者サービスの提供、有料道路の利便性向上、沿線開発等による地域経済の活性化、民
間事業者に対する新たな事業機会の創出、効率的な管理運営の実現、確実な償還の実施 「三方良し」の
実現（利用者、民間事業者、県・公社の全ての主体が本事業の実施によるメリットを享受すること）

安全・安心な道路、
定時性の高い道路等

利便性・快適性の高い道路、
収益性の高い施設等

対象地域の活性化等

ARC ARC ARC

目的
（事業全体）

○契約スキーム

○事業範囲の概要

○役割について

＜事業開始前＞

＜事業開始後＞
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第Ⅱ章各業務事業の分析評価（１.運営業務）
 交通量と料金収入は、2016年10月の運営開始以降、公社が設定した計画値を上回り、順

調に増加を続けてきた。
 しかし、2020年の年明けから、新型コロナウイルス感染症が全国に拡大し、大幅に交通

量が減少している状況が続いている。
○月別の交通量・中部国際空港旅客数・県内感染者数の推移

○計画料金収入と実績値の推移 （単位：百万円）

計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値 計画値 実績値

知多4路線 11,924 12,426 11,913 12,968 12,030 12,915 12,066 9,833

衣浦トンネル 1,292 1,453 1,300 1,468 1,323 1,464 1,339 1,335

猿投グリーンロード 1,255 1,337 1,240 1,368 1,259 1,358 1,255 1,208

名古屋瀬戸道路 465 581 463 622 467 645 468 600

衣浦豊田道路 836 977 852 1,036 872 1,066 892 949

合計 15,773 16,774 15,768 17,462 15,951 17,448 16,020 13,924

実績値／計画値 106.3% 110.7% 109.4% 86.9%

2020年度2019年度2018年度2017年度
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第Ⅱ章各業務事業の分析評価（２.維持管理業務①）

 公社運営時と同等の維持管理業務が継続され、良好なサービス水準を維持。
 台風や降雪等の異常気象時にも、交通指令や県警等と連携し交通機能を確保。
 全国的な課題である⾧寿命化計画についても積極的に取組んでおり、早期に区分Ⅱの予防

保全段階に移行できるように努めている。

災害応急復旧

道路巡回業務 緊急規制の状況

除雪作業 ポットホール修繕

点検ロボットによる橋梁点検

凍結防止剤散布作業

交通管制室

区分Ⅲの早期
措置段階を解消
しⅡの予防保全
段階の修繕に
移行

＜長寿命化対策＞

舗装修繕 5



第Ⅱ章各業務事業の分析評価（２.維持管理業務②）
 ARCは独自の取組として、ISO55001アセットマネジメントを導入し、重要業務指標・KPI

を設定し自らの取組状況を「見える化」。
 点検ロボット技術の開発や維持管理情報のデジタル化を始め、新技術を積極的に導入して

業務の精度向上と効率化を図るなど、民間事業者ならではの創意工夫を凝らした取組を進
めている。

○点検ロボットによる橋梁点検
＜ARCのアセットマネジメントシステム＞

＜ARCの組織目的とKPIの一例＞

組織の目的：
安心・安全な道路を整備する

KPI：組織の目的を達成するための重要な指標を設定

＜新たな技術の導入例＞

ブームの先端に新たに開発した点検用アタッチメントを取り
付けた点検ロボット車両を製作、他にもドローンを活用

○点検用タブレットの導入

電子帳票「i-Reporter」を導入。過年度の点検結果が用
意になる等、業務の効率化

タブレット（左）と点検の帳票（右）
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道路構造物の適正な保全率の確保

   快適走行路面率（舗装） 96.9 % 97.5 %

   橋梁の保全率 95.6 % 92.2 %

   凾渠の保全率 99.2 % 99.2 %

   トンネルの保全率 83.3 % 83.3 %

   法面の保全率 99.2 % 99.2 %

   擁壁の保全率 98.2 % 98.2 %

   建築施設の点検実施率 100 % 100 %

2020年度目標 2020年度実績

適切な交通流の確保による事故の低減

   本線渋滞損失時間の削減 2.9 万台・時間 1.0 万台・時間

　 路上工事の車線規制時間 4,110 時間 4,196 時間

   死傷事故率の削減 3.7 件/億台キロ 5.8 件/億台キロ

   逆走事案の削減 14 件 21 件

   人等の立入事案件数の削減 93 件 70 件

2020年度目標 2020年度実績



NO 工事名称 工事場所

① 武豊北IC（仮称）新設工事 知多郡武豊町字下山ノ田地内
南知多道路　半田IC～武豊IC間

② りんくうIC出口追加工事 常滑市りんくう町地内

2020.2 完了 知多横断道路　りんくうIC
③ 大府PA（下り）（仮称） 大府市長草町地内

新設工事 知多半島道路（下り）
大府西IC～大府東海IC間

④ 阿久比PA（上り）（仮称） 阿久比町大字卯坂地内

新設工事 知多半島道路（上り）
半田中央IC～阿久比IC間

⑤ ETCレーン増設工事 南知多道路

2018.9 完了 　豊丘料金所　：入口出口各1レーン

　武豊料金所　：入口出口各1レーン

　美浜料金所　：入口出口各1レーン

　南知多料金所：入口出口各1レーン

知多横断道路
　常滑料金所　：入口出口各1レーン

知多半島道路
　大高料金所　：出口1レーン

⑥ 橋梁床版防水工事 知多半島道路　　　  33橋

南知多道路　　　　　34橋

⑦ 道路情報板等の機能向上工事 ・道路情報板　　　　　76基

2021.1 完了 　　知多半島道路　38基

　　南知多道路　　18基

　　知多横断道路　13基

　　空港連絡道路　 7基

・可変式速度規制標識　40基

　　知多半島道路　40基

・道路情報板　　　　　33基

　　知多半島道路　11基

　　南知多道路　　 6基

　　知多横断道路　10基

　　空港連絡道路　 6基

第Ⅱ章各業務事業の分析評価（３.改築業務）
 有料道路の利便性の向上に向け、インターチェンジ（IC)やパーキング（PA）などの新た

なインフラ建設４事業、施設強化3事業の７つの改築業務を行ってる。
 事業費は公社が国から有料道路事業変更許可を得て、公社の負担により、運営権者である

ARCに調査・設計・工事実施を委ねており、これまで３事業が完了し、本年５月２８日に
大府PA（下り）が供用予定。

①武豊北IC
(仮称) 新設工事

③阿久比PA(上り)
(仮称 )新設工事

②りんくうIC
出口追加工事

⑤ＥＴＣレーン増設工事

2021 .1完了

2018 .9完了

2020 .2完了

④大府PA(下り)
新設工事

⑥橋梁床板防水工事

(知多半島道路・南知多道路)

⑦道路情報板等の機能向上工事

(知多半島道路・南知多道路・知多横断

道路・中部国際空港連絡道路)

①武豊北IC（仮称）新設工事

2021.10撮影

2021.12撮影

③大府PA（下り）新設工事
2022.5.28供用予定

⑤ETCレーン増設工事
2018.9完成

＜改築事業箇所図・一覧＞
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第Ⅱ章各業務事業の分析評価（４.附帯事業）
 民間ならではの創意工夫により、新たなサービスを展開。
 2018年7月には、既存の大府PA（上り）と阿久比PA（下り）において、世界的建築家の

監修によるデザインにリニューアル、有名パティシエ・イタリアンシェフ・和食料理人３
名の監修による地元食材を使ったメニューや土産品など、地域の魅力溢れる施設を展開。

 地域情報・旅をガイドする季刊誌を発行するとともに、地元特産品や観光PRのイベント
を数多く開催。

 リニューアルオープン後は、大幅な売上増を記録するものの、感染症の拡大の影響を受け、
交通量の減少やイベントの開催制限により大幅な売上の減少となっている。

あいち知多牛PRイベント
（JAあいち知多連携）

季刊誌

大府PA（上り線）リニューアル

阿久比PA（下り線）リニューアル

地域ブランド商品

鯛まつりPR
（南知多町）

ゴンの秋まつりPR
（半田市）

8

【大府PA（上り）年度売上】



第Ⅱ章各業務事業の分析評価（５.任意事業）
 任意事業は、利用者のメリットを地域のメリットへと拡大し「三方良し」の理念を深化

させ、ARCの構成企業が、得意分野で蓄積した技術とノウハウを活用し、主体的に沿線
開発事業を実施して地方創生に繋げる取組。

 社会経済の情勢などから、いずれも実現に至っていない。アフターコロナを見据えSDGs
の取組や、５G、自動運転など新たな分野にも目を向け実現可能性を高めていく。

阿久比PA上り連結型事業「愛知多の大地」事業計画（提案時）

物流の拠点化事業～地域産業連携型 物流事業～ 物流施設イメージ

中部臨空都市（空港島）インターナショナルブランドホテル事業 参考事例とイメージ

メタン発酵バイオガス発電事業 事業スキーム・施設概要とイメージ

提案:大和リース株式会社 提案:森トラスト株式会社

提案:大和ハウス工業株式会社

提案:大和リース株式会社

9



第Ⅱ章各業務事業の分析評価（６.ＡＲＣ独自の新たな取組）
 有料道路をベンチャー企業や大学など先進技術の開発者に実証フィールドとして無償で

提供し、新技術の社会実装を支援する『愛知アクセラレートフィールド®』を2018年8
月から運用開始。

 誤侵入する車と人を区別できる「三次元レーザーレーダを用いた逆走車・誤侵入歩行者
防止システム」を我が国で初めてセントレア東ICで2021年10月より本格運用を開始。

 交通安全運動と地域PRの一体型チャリティーイベント「Safety Santa Run in 知多半
島」の開催や、ITを活用した凡用業務システムの導入等による事務作業の効率化。

＜Safety Santa Run in 知多半島＞

＜三次元レーザーレーダを用いた逆走車・誤侵入歩行者防止システム＞

（機器） （上空写真）

実際の映像
レーザによる探知映
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第Ⅱ章各業務事業の分析評価（７.利用者と沿線地域の意識調査）

 利用者と地域が本事業をどう捉え、どのような改善を求めているかなどを把握するため、
アンケート調査を実施。

 利用者の満足度は、86％の方が好意的に捉え、５段階評価で4.20と高い評価を得ている。
 沿線自治体も民営化前と比較で44％の方が「よくなった」と評価している。「変わらな

い」までの81％が公社同等以上の水準が維持されているとしている。
 新たなインフラを整備する改築業務や、沿線開発によって沿道地域の活性化に貢献する

任意事業に対し大きな期待が寄せられている。

86％

81％

44%

利用者アンケート 沿線自治体アンケート 沿線自治体アンケート

9割が満足 ４割が良くなった
８割が公社同等水準以上

９割が期待している
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第Ⅲ章マネジメントとガバナンス（１．組織体制）

 公社の組織体制を改変し合理化を図り、職員定数は９７名から約１／３の３５名に縮小、
ＡＲＣの職員数５３名を加えた官民の総職員数は８８名で９％の縮減が図られている。

 維持管理業務費が約６％削減されるとともに、一人当たりの業務費は約１０％増加して
おり、人員の経費を合理化しつつ、限られた職員で効率的に実施している。

• 公社は運営業務を監視するモニタリングや改築事業の支援等の
体制を確保

• ARCは地域連携推進部を設け、サービスの質的な向上や地域開
発事業の促進に向けた体制を強化

維持管理運営業務費の比較

約１０％増

組織体制の効率化

≪導入前:９７名≫ ≪導入後:８８名≫
12

約６％減

ARC
５３人

公社
３５人



第Ⅲ章マネジメントとガバナンス（２．リスク分担と財務状況）

 民間事業者に過度な負担を強いることなく、リスクを官民で適切に分担することで、事業
の持続性を確保し、事業全体の効率性を高める。

 ２０１９年度までは計画料金収入の６％を超えて増加しており、ARCから公社に需要変動
調整額として支払われている。

 ２０２０年度は新型コロナウイルス感染症拡大の影響を受け、計画料金収入の６％を超え
て減少しており、公社がARCに需要変動調整額として支払うことで、ARCは利益を確保し
ている。

 公社は安定的に得られる運営権対価により経営の⾧期的な健全性を維持している。

【主なリスク分担】 【需要変動調整額の推移】
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第Ⅲ章マネジメントとガバナンス（３．ガバナンス）
 公社とARCが対等な立場で業務を遂行する体制と、中立的な機関と人材によって重層的な

ガバナンス体制を確保する。
 このため、課題への対応策や改善策を効率的に協議できる体制として三階層の会議体と

「第三者委員会」、「ファシリテーター」を設置している。
 運営開始から今日まで、この５年間にわたり、公社とARCは協働で取組を続け、利害調整

が必要となった場合には、ファシリテーターの協力も得ながら、誠実に協議を行い問題を
解決している。

ガバナンスの基本理念ガバナンス体制
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第Ⅳ章．総括

 コンセッション事業開始以降５年の取組の成果と課題を総括し、今後の取組のあり方を
取りまとめ。

• ARCによる運営開始から5年の取組を経て、運営業務、維持管理業務、既設PAでの附
帯事業などの基本的な必須業務は順調に実施され、軌道に乗せることができた。

• 一方で新型コロナウイルス感染症の拡大は、交通量と料金収入を大幅に減少させるな
ど極めて大きなインパクトが加わった。公社からARCへ需要変動調整額として資金を
供給することでARCは健全な経営を維持しており、リスク分担の重要性を認識できた。

• 任意事業の進捗の停滞は否定できず、アフターコロナを見据え事業の展開を図ってい
くべきことを関係者で認識する必要がある。その際、カーボンニュートラルを始めと
するSDGsの取組、5Gや自動運転技術などの技術革新に視点を広げ、地方創生への貢
献という理念の実現に向け、取組を推進すべきと考える。

• 振り返りを通して、運営業務、改築業務におけるCM、任意事業、リスク分担など、各
業務と事業の在り方に、様々な課題を認識。

• このレビューを通して、コンセッションに携わる県、公社、ARC、構成企業の各者が、
それぞれの立場で、「自らの役割を果たしているか」、「利用者と地域の期待に応え
ているか」、「真に対等なパートナーシップを築いているか」を再考し、本事業の理
念と目標を実現すべく、不断の取組を続ける。
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